
伊勢崎市総合評価落札方式要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、市が発注する工事において、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の１０の２（令第１６

７条の１３において準用する場合を含む。）の規定に基づき、価格、技術力、

地域貢献その他の条件が市にとって最も有利なものをもって申込みをした者

を落札者とする方式（以下「総合評価落札方式」という。）に関して、必要

な事項を定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条 総合評価落札方式により入札を行う工事は、工事の品質を確保するた

め、入札者の施工能力等と入札価格を一体として評価することが妥当と認め

られる工事とする。 

（評価の方法） 

第３条 総合評価落札方式による評価の方法は、次によるものとする。 

⑴ 総合評価点は、価格点と価格以外の評価点を総合して評価する。 

⑵ 価格点は、入札価格に基づき算定して評価する。 

⑶ 価格以外の評価点は、施工能力等から算定して評価する。 

２ 前項各号の評価点は、第５条の規定により決定された落札者決定基準に基

づき配点するものとする。 

（学識経験者の意見聴取） 

第４条 市長は、落札者決定基準を定めようとするときは、令第１６７条の１

０の２第４項及び地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１

２条の４の規定に基づき、あらかじめ２人以上の学識経験を有する者（以下

「学識経験者」という。）の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、令第１６７条の１０の２第５項及び地方自治法施行規則第１２条

の４の規定に基づき、前項の規定による意見の聴取において、当該落札者決

定基準に基づいて落札者を決定しようとするときに改めて学識経験者の意見

を聴く必要があるかどうかについて学識経験者の意見を聴くものとし、その

意見聴取に応じて、学識経験者の意見を聴く必要があるとの意見が述べられ

た場合には、当該落札者を決定しようとするときに、あらかじめ、２人以上



の学識経験者の意見を聴かなければならない。 

（落札者決定基準の決定） 

第５条 市長は、前条第１項の意見聴取の結果を考慮し、令第１６７条の１０

の２第３項に規定する落札者決定基準を決定するものとする。 

（入札参加者への周知） 

第６条 市長は、総合評価落札方式による入札を実施するときは、令第１６７

条の１０の２第６項及び第１６７条の１２第４項の規定に基づき、伊勢崎市

契約規則（令和５年伊勢崎市規則第６２号）第５条第１項、第８条第２項

（同規則第２１条の規定により読み替えて準用する場合を含む。）及び第２

０条第２項に定めるもののほか、入札参加者に対し次の事項を周知するもの

とする。 

⑴ 総合評価落札方式を採用していること。 

⑵ 価格以外の評価点の評価項目及びその配点に関すること。 

⑶ 次条第１項に規定する評価項目算定資料を提出すること。 

⑷ 落札者決定基準及び決定方法に関すること。 

⑸ 総合評価に関する審査結果が公表されること。 

（評価項目算定資料の提出） 

第７条 入札参加者は、入札に際し次に掲げる資料（以下「評価項目算定資料」

という。）を市長に提出しなければならない。ただし、第３号から第５号ま

で及び第８号に掲げる資料は、実績を有しない場合は、提出を要しない。 

⑴ 評価項目算定資料の提出について（様式第１号） 

⑵ 価格以外の評価点算定表（様式第２号） 

⑶ 企業工事成績対象工事一覧（様式第３号） 

⑷ 施工実績評価資料（様式第４号） 

⑸ 災害時等地域貢献実績評価資料（様式第５号） 

⑹ 地元企業活用計画書（様式第６号） 

⑺ 配置予定技術者施工実績評価資料（様式第７号） 

⑻ 配置予定担当者施工実績評価資料（様式第８号） 

２ 評価項目算定資料を市長が定める期限までに提出しない者は、失格とする。 

３ 提出された評価項目算定資料の変更は、認めないものとする。 



（落札者決定の方法） 

第８条 総合評価落札方式で定める落札者の決定は、次に掲げる方法によるも

のとする。 

⑴ 入札者のうち、次の要件をいずれも満たす者を対象に評価を行うものと

する。 

ア 評価項目算定資料を提出した者 

イ 入札書が無効でない者 

ウ 入札書記載金額が予定価格の制限の範囲内（伊勢崎市契約規則第８

条第１項の規定により失格基準価格を併せて設けたときは、予定価格の

制限の範囲内で失格基準価格以上の価格）の者 

⑵ 入札書の開札は、価格以外の評価点を決定した後に行う。 

⑶ 総合評価点の最も高い者を落札者とする。ただし、伊勢崎市契約規則第

８条第１項の規定により調査基準価格を設けたときは、調査基準価格以下

の入札について必要な調査を行い、落札者を決定する。 

⑷ 第４条第２項の規定において、落札者を決定しようとするときに改めて

学識経験者の意見を聴く必要があるとの意見が述べられたものについては、

総合評価点の最も高い者を落札候補者とし、学識経験者の意見を聴いた後

に、落札者を決定する。 

⑸ 総合評価点が最も高い者が２者以上いる場合は、くじ引により落札者を

決定する。 

⑹ 入札者が伊勢崎市建設工事に係る共同企業体取扱要綱（平成１７年１月

１日制定）で定める共同企業体（以下「共同企業体」という。）の場合は、

共同企業体の構成員ごとに評価項目算定資料の提出を求め、価格以外の評

価点は構成員ごとの価格以外の評価点に出資比率を乗じた点数（小数点以

下第４位を四捨五入）を合計した点数とするものとする。 

（落札者の決定） 

第９条 市長は、前条の定めるところにより落札者を決定する。 

２ 前項の規定により落札者が決定したときは、落札者には落札決定通知書

（様式第９号）により、落札者以外の入札者には入札の結果について（様式

第１０号）により通知するものとする。 



３ 第１項の規定により落札者が決定したときは、伊勢崎市入札及び契約の過

程並びに契約の内容に関する事項の公表要領（平成１７年１月１日制定）第

２項第７号に定めるもののほか、総合評価落札方式に関する評価調書（様式

第１１号）により一般の閲覧に供し、かつ、公表するものとする。 

４ 前項に定めるもののほか、閲覧及び公表に関し必要な事項は、伊勢崎市入

札及び契約の過程並びに契約の内容に関する事項の公表要領及び伊勢崎市入

札結果等の公表要領（平成１７年１月１日制定）に定めるところによる。 

（契約の解除等） 

第１０条 市長は、評価項目算定資料に、虚偽記載等明らかに悪質な行為があ

った場合には、当該契約の解除を行うとともに当該契約者に対し伊勢崎市建

設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成１７年１月１日制定）の規定によ

り指名停止等の措置を講じるものとする。 

（成績評定の減点） 

第１１条 市長は、工事完成時において次の各号のいずれかに該当する場合は、

伊勢崎市請負工事成績評定要領（平成１７年１月１日制定）に基づく工事成

績評定において評定点を減点するものとする。ただし、市長が特別な理由が

あると認めた場合は、この限りでない。 

⑴ 算出される地元企業の活用率（以下「活用率」という。）が、総合評価

点の算定の際に加点された地元企業の活用計画の評価点に応じた評価基準

における活用率の下限を下回った場合 

⑵ 評価項目算定資料に、虚偽記載等明らかに悪質な行為があった場合 

（伊勢崎市建設工事低入札価格調査制度実施要領を適用する場合における読

替え） 

第１２条 総合評価落札方式による入札について伊勢崎市建設工事低入札価格

調査制度実施要領（平成２３年４月１日制定）の規定を適用する場合は、同

要領第６条中「調査基準価格を下回り」とあるのは「総合評価点の最も高い

者が調査基準価格を下回り」と、第７条第１項及び第２項中「最低価格入札

者」とあるのは「総合評価点の最も高い者」と、第８条及び第９条第１項中

「最低価格入札者」とあるのは「総合評価点の最も高い者」と、「最低入札

価格」とあるのは「当該入札価格」と、第９条第２項中「最低価格入札者」



とあるのは「総合評価点の最も高い者」と、「最低入札価格に次いで低い価

格（以下「次順位価格」という。）」とあるのは「最も高い総合評価点に次い

で高い総合評価点（以下「次順位総合評価点」という。）の者の入札価格」

と、「次順位価格」とあるのは「次順位総合評価点」と、第１０条中「最低

価格入札者」とあるのは「総合評価点の最も高い者」と、「次順位価格」と

あるのは「次順位総合評価点の者の入札価格」と、第１１条中「契約担当課

長は、第９条第１項の規定により最低価格入札者を落札者と決定したときは、

当該落札者には伊勢崎市契約規則第１６条第６項（同規則第２１条において

準用する場合を含む。）の規定に基づき落札決定通知書（様式第７号）によ

り、落札者以外の入札者には入札の結果について（様式第８号）により」と

あるのは「契約担当課長は」と、「最低価格入札者」とあるのは「総合評価

点の最も高い者」と読み替える。 

附 則 

この要領は、平成２０年７月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２１年８月１７日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２３年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、決裁の日（平成２６年３月３１日決裁）から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、決裁の日（令和３年８月４日決裁）から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和６年２月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和８年４月１日から施行する。 



様式第１号（第７条関係） 

                           年  月  日 

 

 （宛先）伊勢崎市長 

 

住所又は所在地 

商号又は名称 

代表者  職 氏名        ㊞ 

  

評価項目算定資料の提出について 

 

 次の工事について、伊勢崎市総合評価落札方式要領第７条に定める評価項目

算定資料を提出します。 

 

１ 工事名 

 

２ 工事箇所 

 

３ 添付資料 

 ⑴ 価格以外の評価点算定表 

 ⑵ 企業工事成績対象工事一覧 

⑶ 施工実績評価資料 

⑷ 災害時等地域貢献実績評価資料 

 ⑸ 地元企業の活用計画 

 ⑹ 配置予定技術者施工実績評価資料 

⑺ 配置予定担当者評価資料 

【連絡先】担当者 所属 

氏名 

電話番号 

ＦＡＸ 



 

様式第２号（第７条関係） 

価格以外の評価点算定表 

工事名：                                                 商号又は名称： 

配置予定技術者名： 

評 価 項 目 区     分 評価点（点） 提出書類 提出枚数 

企

業

関

係 

工事成績評定 

対象工事件数： 

合  計  点： 

平  均  点： 

（Ａ） 

（Ｂ）． 

   ． 

（件） 

（点） 

（点） 

（Ｃ） 

  

． 

・（様式第３号）企業工事成績対象工事一覧 

 ※ 評価点については、（注）４を参照の上、算出すること。 

  枚 

受注件数 対象工事件数： （Ａ） （件） ． 

・（様式第３号）企業工事成績対象工事一覧 

 ※ 評価点については、（注）５を参照の上、算出すること。 

枚 

企業の施工実績 有り 無し ． 
・（様式第４号）施工実績評価資料 枚 

災害時等へ

の地域貢献 

協定締結 有り 無し ． ・（様式第５号）災害時等地域貢献実績評価資料 

 ※ 内容を客観的に証明できるもの（契約書の写し、写真等） 

枚 

出動実績 有り 無し ． 

優良工事表彰の受賞（企業） 有り 無し ． 

・伊勢崎市優良建設業者表彰要領により企業として表彰された優良建設工事表彰状の写し（複数受賞していても、

１枚でよい） 

枚 

地元企業の活用計画 下請予定有り 下請予定無し ． 
・（様式第６号）地元企業活用計画書 枚 

ワーク・ライフ・バランスの取組 認定有り 認定無し ． 
・各認定または認証制度により認証をされたことを証するものの写し（複数認定をされていても、１枚でよい） 枚 

ＣＣＵＳの取組 導入有り 導入無し ． 
・導入していることがわかる書面の写し 枚 

技

術

者

関

係 

施工経験 有り 無し ． 
・（様式第７号）配置予定技術者施工実績評価資料 枚 

所有資格  所有資格名：   ． 
・ 所有資格を証するものの写し 枚 

優良工事表彰の受賞（技術者） 有り 無し ． 

・伊勢崎市優良建設業者表彰要領により担当技術者として表彰された優良建設工事表彰状の写し（複数受賞してい

ても、１枚でよい） 

枚 

配置予定担当者 有り 無し ． 
・（様式第８号）配置予定担当者評価資料 枚 

合計点 ． 

   

 

注 

１．自己評価点を記入すること。 

２．区分の欄は、該当する項目を□で囲むとともに、対象工事件数等の必要事項を記入すること。 

３．算定資料の提出時点で配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の者を配置予定技術者とすることができる。この場合、本書（様式第２号）は、全ての技術者数分作成し、提出すること。なお、各技術者とも入札参加資格要件等を満たさなければならない。 

４．企業関係の工事成績評定評価点（Ｃ）は、次により算出すること。・ 合計点（Ｂ）／対象工事件数（Ａ）により求められた平均点が、① ８０点以上：４．５（点） 

② ７０点を超え８０点未満：（合計点（Ｂ）／対象工事件数（Ａ）ー７０）×４．５／１０（点）とし、小数点以下第４位を四捨五入 

③ ７０点以下または対象評定無し：０（点） 

５．企業関係の受注件数による評価点は、注記４の対象工事件数（Ａ）と同数とし、次により算出すること。 ・ 対象工事件数（Ａ）が、① １０件以上：０．５（点） 

② ５件以上１０件未満：０．２（点） 

③ ５件未満または対象工事無し: ０（点）



 

様式第３号（第７条関係）             企業工事成績対象工事一覧 

工事名：                                                  商号又は名称： 

件

数 

発 注 者 名 工 事 名 工 事 箇 所 工   期 

請負金額 

（円） 

工事成績 

評定点（点） 

受注形態 

①    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

②    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

③    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

④    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

⑤    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

⑥    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

⑦    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

⑧    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

⑨    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

⑩    

自   年  月  日 

至   年  月  日 

   

合計点  

注 

１   年  月  日以降契約を締結し、かつ、この工事の入札日の属する前年度から過去３年間に竣工した当該工事に該当する種類別（土木一式、舗装、鋼構造物等）工事成績評定点を、全て記載すること。

対象工事件数が多い場合は、適宜、行数又は枚数を増やすこと。 

２ 当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。 

３ 共同企業体の場合は、全体額を記入すること。 

４ 受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。 



 

 

様式第４号（第７条関係） 

施 工 実 績 評 価 資 料 

 工事名： 

商号又は名称：  

建設業許可番号：  

工 

 

事 

 

概 

 

要 

 

等 

発注者名  

工 事 名  

工事箇所  

請負金額 円（         円） 

工  期    年  月  日 ～   年  月  日 

受注形態  

 

 

 

工事概要 

 

ＣＯＲＩＮＳ

登録の有無 

・有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）        ・無 

注 

１ 記載する同種工事の元請けとして施工した実績は、１件でよい。 

２ 当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。 

３ 請負金額の（ ）は、共同企業体の場合の全体額を記入すること。 

４ 受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載するこ

と。 

５ 工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記

載すること。 

６ 当該工事の内容を証明する資料は、竣工時工事カルテについては、ＣＯ

ＲＩＮＳ登録番号を記載し、その打ち出し帳票の添付は、要しない。それ

以外のもの（契約書、図面等）については、写しを添付すること。 

７ 当該工事の内容を証明する資料は、評価点算定基準で「同種工事」とし

て求められている工事の内容・数量等を証明できるものを作成すること。 

 



 

 

様式第５号（第７条関係） 

災 害 時 等 地 域 貢 献 実 績 評 価 資 料 

 

 工事名：  

商号又は名称：  

 

１協定の締結 

有り       ・       無し 

担当路河川名  

 

２緊急な出動実績 

種  類 ・土砂除去 ・通行規制作業 ・倒木処理 ・除雪作業 等 

路河川名  

期  間     年  月  日  ～   年  月  日 

 

内  容 

（具体的に） 

 

 

 

注 

１ 担当路河川名は、「災害応急対策業務に関する細目協定」に基づく緊急

配備表、緊急時作業分担表等で決められた、応急対策業務の担当する路線

名又は河川名を記載する。 

２ 対象期間は、入札日の属する年度の前年度から過去３年間及び当該年度

においては評価項目資料提出日までの間とする。 

３ 記載は、１つの協定（１路河川）、１つの実績のみでよい。 

４ 当該評価項目について協定の締結が無く、実績を有しない場合は、本書

の提出を要しない。 

５ 当該災害時地域貢献の内容を客観的に証明できるもの、契約書の写し等

を添付すること。 



 

 

様式第６号（第７条関係） 

 

地 元 企 業 活 用 計 画 書 

 

 工事名：                         

商号又は名称：               

建設業許可番号：              

下 請 業 者

の使用 

               使用します。 

本工事において下請業者を 

               使用しません。 

※ 使用する場合は下欄に地元企業の活用率を記入すること。

地 元 企 業

の活用率 

 

本工事における、地元企業活用計画は以下のとおりです。 

 

活用率：     ％ 

 

※活用率＝                            ×１００ 

注 

１  地元企業とは、本工事 の公告日において、建設業 法に基づき設置された企業 で伊勢崎市内に本店を有

している者又は伊勢崎市小規模工事請負希望者の登録を受けている者とする。 

２  活用率は、小数点以下を切り捨てた整数とする。 

３  地元企業の元請施工金 額は、元請金額から下請金 額を除いた額であり、地元 企業の下請施工金額は、

地元企業への再下請施工の金額を含めた額である。なお、金額に消費税等は含めないものとする。 

４  元請業者は、伊勢崎市 請負工事施工体制適正化指 導要綱に基づき、必要な書 類を速やかに提出するこ

と。 

５  元請業者が地元企業で 、下請業者を使用しない場 合は活用率を１００％とみ なし、また、元請業者が

地元企業でなく、下請業者を使用しない場合は活用率を０％とみなす。 

６  本 書 に よ り 確 認 さ れ る 活 用 率 が ９ ０ ％ 以 上 に も か か わ ら ず 、 工 事 完 成 時 の 検 査 に お い て 活 用 率 が ９

０％未満の場合又は本書に より確認される活用率が７ ０％以上９０％未満にもか かわらず、工事完成時

の検査において活用率が７ ０％未満の場合若しくは本 書により確認される活用率 が５０％以上７０％未

満にもかかわらず、工事完 成時の検査において活用率 が５０％未満の場合は、伊 勢崎市請負工事成績評

定要領に基づき工事成績評定の減点を行うものとする。 

７  当該計画書により確認される活用率が０％の場合であっても、提出すること。 

 

（地元企業の元請施工金額＋地元企業の下請施工金額の合計） 

元請金額 



 

 

様式第７号（第７条関係） 

 

配 置 予 定 技 術 者 施 工 実 績 評 価 資 料 

 

 工事名：                         

 

商号又は名称：          

建設業許可番号：         

区 分 

主任技術者 

 

監理技術者 

氏名

ふりがな

 
 年齢   歳 

 

施 

 

 

工 

 

 

実 

 

 

績 

発 注 者 名  

工 事 名  

工 事 箇 所  

請 負 金 額  

工 期  年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職  

工 事 概 要   

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 ・有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）      ・無 

 

申

請

時

に

お

け

る

他

工

事

の

従

事

状

況

等 

発 注 者 名  

工 事 名  

工 事 箇 所  

工 期  年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職  

本 工 事 と 重 複 す る 

 

場 合 の 対 応 措 置 

 

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 ・有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）      ・無 

 



 

 

（注） 

（共通） 

１  本工事に主任技術者又は監理技術者として配置する予定の技術者（以下「技術者」という。）

について作成すること。 

また、技術者を１人に特定できない場合は、複数の者を配置予定技術者とすることができる。

この場合、本書は全ての技術者数分作成すること。なお、各技術者とも入札参加資格要件等を満

たさなければならない。 

（工事経験について） 

２ 記載する同種工事の元請として施工した実績は、１件でよい。 

３ 工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記載すること。 

４ 会社間の異動等があった者については、現会社以外での実績も対象とする。また、工事経験を

有する工事は、企業の施工実績評価資料（様式第４号）の工事と同一でなくてもよい。 

５ 当該工事の内容を証明する資料は、竣工時工事カルテについては、ＣＯＲＩＮＳ登録番号を記

載し、その打ち出し帳票の添付は、要しない。それ以外のもの（契約書、図面等）については写

しを添付すること。 

６ 当該工事の内容を証明する資料は、評価点算定基準で「同種工事」として求められている工事

の内容・数量等を証明できるものを作成すること。また、当該配置予定技術者が、当該工事に監

理技術者又は主任技術者として携わったことを証明できるものを作成すること。 

（他工事の従事状況について） 

７ 本書の提出日現在における他工事の従事状況は、従事している全ての工事について記入するこ

と。複数ある場合は、本書を従事工事数分作成すること。 

８ 本工事の技術者が、本書の提出日現在で他工事に従事（完成引渡しが未完了）している場合は、

他工事の発注機関から「本工事の契約の相手方となった場合は技術者変更を承諾する」旨の公印

を有する書類を添付すること。なお、不可能な場合は１により、複数の配置予定技術者をたてる

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第８号（第７条関係） 

 

配 置 予 定 担 当 者 評 価 資 料 

 

 工事名：                         

 

商号又は名称：          

建設業許可番号：         

・当該工事に配置予定の担当者は、次のとおりです。 

ふ り が な  

生年 

月日 

 

 

年  月  日 生 

 

（   歳） 

担 当 者 氏 名  

 

配

置

予

定

者

経

歴

等 

予定従事職 

□ 配置技術者 

□ 現場代理人 

□ 現場担当者 

法令による資格・免許等 

（所有している場合） 

 ・                     

・                      

現所属会社の入社日 
     年   月   日 入社 

実 務 経 験 年 数       年 

 

申

請

時

に

お

け

る

他

工

事

の

従

事

状

況

等 

発 注 者 名  

工 事 名  

工 事 箇 所  

工 期  年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職   

本 工 事 と 重 複 す る 

 

場 合 の 対 応 措 置 

 

Ｃ Ｏ Ｒ Ｉ Ｎ Ｓ 登 録 の 有 無 ・有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号）      ・無 

 



 

 

（注） 

（共通） 

１  本工事に若年層（本工事の公告日時点での年齢が満年齢４５歳未満）の者を現場担当者、現場

代理人、主任又は監理技術者（以下「技術者等」という。）のいずれかの職により配置する場合に

ついて作成をし、申請することができる。 

２  本工事の配置予定技術者が若年層であったとしても、本様式により申請をしない場合は、本申

請による加点をしない。 

３ 本申請による加点は、上限を０．５点とし、複数人の申請は認めない。 

４  この様式にて申請をする技術者等については、特別な事由がない限りは、本工事の竣工時まで

変更することはできない。また、申請する技術者等は入札参加資格要件等を満たさなければなら

ない。 

５  本申請により申請した者の本工事についての関わりについては、工事完了検査時に竣工時工事

カルテ等により確認をするものとし、虚偽記載等明らかに悪質な行為があった場合は、伊勢崎市

総合評価落札方式要領第１１条の規定による措置を講じる。 

（配置予定者経歴等について） 

６ 本工事の予定従事職を申告すること。 

７  予定従事者が評価点算定基準で「同種工事」としてる工種に該当する主任又は監理技術者とな

り得る資格や免許を取得している場合、当該資格を記載すること。なお、資格証の写し等の添付

は不要とする。 

８ 現在所属の会社の入社年月日及び配置予定者のこれまでの実務経験年数を記載すること。 

（他工事の従事状況について） 

９  本書の提出日現在における他工事の従事状況は、従事している全ての工事について記入するこ

と。複数ある場合は、本書を従事工事数分作成すること。 

１０ 技術者等が、本書の提出日現在で他工事に従事（完成引渡しが未完了）しており、かつ、専

任要件を必要とする職として従事している場合は、他工事を所管する発注機関から「本工事の

契約の相手方となった場合は技術者等の変更を承諾する」旨の公印を有する書類を添付するこ

と。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第９号（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

         様 

 

伊勢崎市長        印  

（         担当） 

 

落札決定通知書 

 

年  月  日に開札した総合評価落札方式による次の競争入札

について、貴社を落札者とすることを決定しましたので通知します。 

 

１ 入札名 

 

２ 契約金額（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

３ 契約予定年月日      年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１０号（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

         様 

 

伊勢崎市長        印  

（         担当） 

 

入札の結果について 

 

年  月  日に開札した総合評価落札方式による次の競争入札

については、落札者を決定しましたので通知します。 

 

１ 入札名 

 

２ 落札者名 

 

３ 契約金額（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

４ 契約予定年月日      年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１１号（第９条関係）

台帳番号

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

（円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

災害時等への

地域貢献

Ｗ・Ｌ・Ｂの取組

0.3 0.2

小計

価格以外の評価項目及び評価点

企業工事受注件数 企業の施工実績

企業の優良工事

表彰の受賞

地元企業の

活用計画

ＣＣＵＳの取組

企業関係評価項目

0.5 0.5 0.5

配置予定技術者の

施工経験

配置予定技術者の

所有資格

技術者の優良工事

表彰の受賞

若年層配置予定

技術者関係評価項目

2.02.0

技術者関係評価項目

【総合評価結果】

価格点入札書記載金額（税抜き） 価格以外の評価点入　札　者 総合評価点 落札候補者

災害時等への

地域貢献

80.0 20.0

配置予定技術者の

施工経験

【価格以外の評価結果】

小計

企業工事成績評定 企業の施工実績

地元企業の

活用計画

企業の優良工事

表彰の受賞

配置予定技術者の

所有資格

4.5

入　札　者

企業工事受注件数 Ｗ・Ｌ・Ｂの取組 ＣＣＵＳの取組

企業関係評価項目

価格点

企業工事成績評定

合計

100.0

備考
技術者の優良工事

表彰の受賞

若年層配置予定

総 合 評 価 落 札 方 式 に 関 す る 評 価 調 書

発注所属 工　　　　　事　　　　　名 工　　事　　箇　　所 予定価格（税抜き）　(円）

【落札者決定基準】

2.0 1.02.5 4.0

低入札価格調査基準価格

（税抜き）（円）

失格基準価格（税抜き）（円） 工　　　　　　事　　　　　　概　　　　　　要




